
［PFI事業契約書の変更に伴う新旧対照表］

条項番号 条　文 条項番号 条　文

内容変更
第１０条
第２項

　県は、本事業が継続されている間
は、本件土地持分の使用貸借を互い
に解約し得ないものとする。

第１０条
第２項

　県は、本事業が継続されている間
は、本件土地持分の使用貸借を解約
し得ないものとする。

内容変更
第１０条
第３項

　県は、本事業の継続中、事業者の承
諾なく第三者に本件土地を譲渡または
賃貸することはできない。ただし、合築
事業者に合築事業対象施設を維持さ
せるために必要な貸付を行うことにつ
いてはこの限りではない。

第１０条
第３項

　県は、本事業の継続中、事業者の承
諾なく第三者に本件土地を譲渡または
賃貸することはできない。

番号変更
第１１条
第２項

（条文の変更なし） 第１１条
第２項
（１）

（条文の変更なし）

条文追加 － －
第１１条
第２項
（２）

　この場合において、事業者は事前に
解体・撤去等に要する費用の見積もり
を県に提出し、その承諾を得なければ
ならない。

条文追加 － －
第１１条
第２項
（３）

　県は、事業者の見積りより安価で解
体・撤去等を行う業者に作業をさせ、
事業者に対し、その代金のうち次項に
従って事業者が負担すべき額に相当
する金員の支払を求めることができ、
この場合、事業者はその支払をしなけ
ればならない。

内容変更
第１１条
第３項

　前項の本件建物の取り壊しあるいは
残骸の撤去等に要する費用は、本件
建物の滅失・毀損の原因に応じて次の
各号のとおり負担する。 第１１条

第３項

　前項の本件建物の取り壊しおよび残
骸の撤去等に要する費用のうち、本件
施設等の取り壊しおよび残骸の撤去
等に要する費用については、本件建
物の滅失・毀損の原因に応じて次の各
号のとおり負担する。

条文追加 － －
第１１条
第３項
（３）

　合築事業者に帰すべき事由に基づく
場合には合築事業者が負担する。

番号変更
および
内容変更

第１１条
第３項
（３）

　不可抗力事由に基づく場合には県と
事業者がそれぞれ２分の１ずつ負担す
る。

第１１条
第３項
（４）

　不可抗力事由に基づく場合には県と
事業者がそれぞれ２分の１ずつ負担す
る。ただし、事業者の負担（取壊しおよ
び残骸の撤去等に要する費用のみな
らず、第73条第3項または同条第5項
(4)号により事業者が負担することにな
る一切の負担を含む。）は本件施設等
の対価の0.5％を限度とし、限度を越え
た部分については県の負担とし、事業
者に支払う補償金額を調整する。

番号変更
および
内容変更

第１１条
第３項
（４）

（条文の変更なし） 第１１条
第３項
（５）

（条文の変更なし）

（旧） （新）
変更内容
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

内容変更
第２５条
第４項

　事業者は、県または合築事業者が、
第１項に定める本件建物の完工確認
または前項に定める再完工確認を実
施し、第2項の規定に基づく是正を求
めない場合で、かつ、事業者が第88条
に規定する保険証券の写しを別紙10
に記載する竣工図書とともに県に対し
て提出しない限り、県および合築事業
者に対して本件建物を引渡すことはで
きないものとする。

第２５条
第４項

　事業者は、県または合築事業者が、
第１項に定める本件建物の完工確認
または前項に定める再完工確認を実
施し、第2項の規定に基づく是正を求
めない場合で、かつ、事業者が第86条
に規定する保険証券の写しを別紙10
に記載する竣工図書とともに県に対し
て提出しない限り、県および合築事業
者に対して本件建物を引渡すことはで
きないものとする。

内容変更
第２７条
第３項

　不可抗力事由により工期が変更され
た場合で、かつ、本件建物の県および
合築事業者への引渡しが平成16年3
月1日よりも遅れた場合は、当該遅延
に伴い事業者あるいは県が負担した
合理的な増加費用ないしは被った不
利益に相当する金額については、県と
事業者でそれぞれ2分の1ずつ負担す
るものとする。

第２７条
第３項

　不可抗力事由により工期が変更され
た場合で、かつ、本件建物の県および
合築事業者への引渡しが平成16年3
月1日よりも遅れた場合は、当該遅延
に伴い事業者あるいは県が負担した
合理的な増加費用ないしは被った不
利益に相当する金額については、県と
事業者でそれぞれ2分の1ずつ負担す
るものとする。ただし、事業者の負担
は本件施設等の対価の0.5％を限度と
し、限度を越えた部分については県の
負担とし、事業者に支払う補償金額を
調整する。

内容変更 第３１条

　　事業者は、平成16年3月1日までに
県に対し、本件施設および本件設備等
を引渡し、本契約の終了に至るまでの
間、貸付ける。

第３１条

　　事業者は、平成16年3月1日までに
県に対し、本件施設および本件設備等
を引渡し、本契約の終了に至るまでの
間、貸付ける。ただし、第26条により工
期が延長された場合には、その延長
後の工期終了期日までに引き渡すも
のとする。

内容変更
第３６条
第１項

　事業者は、第83条の規定に従い、年
間業務計画書において、当該事業年
度における維持管理計画を明らかに
し、県および合築事業者は、事業年度
が開始する前に当該計画書を確認す
るものとする。

第３６条
第１項

　事業者は、第81条の規定に従い、年
間業務計画書において、当該事業年
度における維持管理計画を明らかに
し、県および合築事業者は、事業年度
が開始する前に当該計画書を確認す
るものとする。

内容変更
第４２条
第１項

　事業者は、第83条の年間業務計画
書において、当該事業年度における本
件施設中の事業者運営支援部分にお
ける事業計画を明らかにし、県は、事
業年度が開始する前に当該計画書を
確認するものとする。

第４２条
第１項

　事業者は、第81条の年間業務計画
書において、当該事業年度における本
件施設中の事業者運営支援部分にお
ける事業計画を明らかにし、県は、事
業年度が開始する前に当該計画書を
確認するものとする。

内容変更
第５１条
第３項
（１）

　本事業終了後、県が譲渡を受ける本
件施設および本件設備等の対価に相
当する部分
　　　　　　　　　　　　　　 金　　　　円

第５１条
第３項
（１）

　本件施設および本件設備等の対価
に相当する部分
　　　　　　　　　　　　　　 金　　　　円
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

内容変更
第６３条
第２項

　事業者は、前項の期間満了前に本
契約が終了した場合においても、県に
対し本件施設等の所有権を譲渡する。
この場合、事業者は、契約終了の原因
に従って第75条に定める補償を受ける
ことができる。

第６３条
第２項

　事業者は、前項の期間満了前に本
契約が終了した場合においても、県に
対し本件施設等の所有権を譲渡する。
この場合、事業者は、契約終了の原因
に従って第73条に定める補償を受ける
ことができる。

条文削除 第７１条

　県は、理由の如何を問わず、6箇月
以上前に事業者に対して通知した上
で、本契約を解除することができる。 － （条文の削除）

条文削除 第７２条

　県は、本契約にかかる県の予算に減
額または削除があった場合、もしくは
第52条の規定に基づくサービス購入
費の見直しに伴い債務負担額の変更
が必要となった場合において、変更後
の債務負担行為として地方自治法（昭
和22年法律第67号）第214条に基づき
定めるにつき、議会の議決が得られな
かった場合には、本契約を解除するこ
とができる。

－ （条文の削除）

番号変更
第７３条
↓
第７４条

（条文の変更なし） 第７１条
↓
第７２条

（条文の変更なし）

番号変更
および
内容変更

第７５条
第１項

　本契約が第31条による県への引渡
後に第69条の規定により全部解除さ
れた場合は、県は事業者に対し、事業
者の請求に基づき、本契約終了に伴う
本件施設等の所有権の移転に対する
補償金として、別紙16として添付する
「補償金算定表」記載の当該解除がな
された「契約解除時期」欄に対応する
「所有権移転についての補償金額」欄
記載の金額に対し、対応する「第69条
による解除の場合の返還割合」欄記
載の割合を乗じて算出される金員を、
事業者が適法に請求した場合におい
て、当該請求書を県が受理した日から
30日以内に事業者に支払う。

第７３条
第１項

　本契約が第31条による本件施設およ
び本件設備等の県への引渡後に第69
条の規定により全部解除された場合
は、県は事業者に対し、事業者の請求
に基づき、本契約終了に伴う本件施設
等の所有権の移転に対する補償金と
して、別紙16の「補償金の算定方法」
に従って算出される金員の90％に相
当する額を、事業者が適法に請求した
場合において、当該請求書を県が受
理した日から30日以内に事業者に支
払う。
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

番号変更
および
内容変更

第７５条
第２項

　本契約が第31条による県への引渡
後に第70条、第71条、または第72条の
規定により全部解除された場合は、県
は事業者に対し、事業者の請求に基
づき、本契約終了に伴う本件施設等の
所有権の移転についての補償金とし
て、それぞれ別紙16「補償金算定表」
記載の当該解除がなされた「契約解除
時期」欄に対応する「所有権移転につ
いての補償金額」欄記載の金額に相
当する金員ならびに解除の効力発生
時における第51条第3項（2）号および
（3）号の金員の20％に相当する金員
に、残存契約期間の年数に相当する
法定利率（5％）による複利年金現価
表（ライプニッツ式）の数値を乗じた金
員を、事業者が適法に請求した場合に
おいて、当該請求書を県が受理した日
から30日以内に事業者に支払う。

第７３条
第２項

　本契約が第31条による本件施設およ
び本件設備等の県への引渡後に第70
条の規定により全部解除された場合
は、県は事業者に対し、事業者の請求
に基づき、本契約終了に伴う本件施設
等の所有権の移転についての補償金
として、別紙16「補償金の算定方法」に
従って算出される金員ならびに解除の
効力発生時における第51条第3項（2）
号および（3）号の金員の20％に相当
する金員に、残存契約期間の年数をも
とに法定利率（年5％）によりライプニッ
ツ方式に従って計算された複利年金
現価に相当する金員を、事業者が適
法に請求した場合において、当該請求
書を県が受理した日から30日以内に
事業者に支払う。

番号変更
および
内容変更

第７５条
第３項

　本契約が第31条による県への引渡
後に第74条の規定により全部解除さ
れた場合のうち、本件施設等が滅失し
たとき、もしくは著しく毀損し修復に多
額の費用を要するとき、またはその他
本件施設等が事業者から県へ譲渡さ
れた後においてその後の使用が事実
上長期にわたり継続的に不可能と認
められるときは、県は事業者に対し、
事業者の請求に基づき、本契約終了
に伴う本件施設等の所有権の移転に
ついての補償金として、別紙16「補償
金算定表」記載の当該解除がなされた
「契約解除時期」欄に対応する「所有
権移転についての補償金額」欄記載
の金額から事業者が受領することにな
る88条に指定する保険金に相当する
額を控除した額の2分の1の額の金員
を、事業者が受領することになる保険
金についての保険金計算書を添付し
て適法に請求した場合において、当該
請求書を県が受理した日から30日以
内に事業者に支払う。

第７３条
第３項

　本契約が第31条による本件施設およ
び本件設備等の県への引渡後に第72
条の規定により全部解除された場合
のうち、本件施設等が滅失したとき、も
しくは著しく毀損し修復に多額の費用
を要するとき、または本件施設等が事
業者から県へ譲渡された後においてそ
の後の使用が事実上長期にわたり継
続的に不可能と認められるときは、県
は事業者に対し、事業者の請求に基
づき、本契約終了に伴う本件施設等の
所有権の移転についての補償金とし
て、別紙16の「補償金の算定方法」に
従って算出される金員から事業者が受
領することになる第86条に指定する保
険金に相当する額を控除した額の2分
の1に相当する額の金員を、事業者が
受領することになる保険金についての
保険金計算書を添付して適法に請求
した場合において、当該請求書を県が
受理した日から30日以内に事業者に
支払う。ただし、事業者の負担は本件
施設等の対価の0.5％を限度とし、限
度を越えた部分については県の負担
とし、事業者に支払う補償金額を調整
する。
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

番号変更
および
内容変更

第７５条
第４項

　本契約が第31条による県への引渡
後に第73条の規定により全部解除さ
れた場合、または第74条の規定により
全部解除された場合のうち前項に該
当しない場合は、県は事業者に対し、
事業者の請求に基づき、本契約終了
に伴う本件施設等の所有権の移転に
ついての補償金として、別紙16「補償
金算定表」記載の当該解除がなされた
「契約解除時期」欄に対応する「所有
権移転についての補償金額」欄記載
の金額から事業者が受領することにな
る保険金に相当する額を控除した金
員を、事業者が受領することになる保
険金についての保険金計算書を添付
して適法に請求した場合において、当
該請求書を県が受理した日から30日
以内に事業者に支払う。

第７３条
第４項

　本契約が第31条による本件施設およ
び本件設備等の県への引渡後に第71
条の規定により全部解除された場合、
または第72条の規定により全部解除さ
れた場合のうち前項に該当しない場合
は、県は事業者に対し、事業者の請求
に基づき、本契約終了に伴う本件施設
等の所有権の移転についての補償金
として、別紙16の「補償金の算定方法」
に従って算出される金員から事業者が
受領することになる保険金に相当する
額を控除した金員を、事業者が受領す
ることになる保険金についての保険金
計算書を添付して適法に請求した場合
において、当該請求書を県が受理した
日から30日以内に事業者に支払う。

番号変更
および
内容変更

第７５条
第５項

　本契約が第31条による県への引渡
前に全部解除された場合のうち、第69
条の規定により解除された場合には
事業者が、第70条ないし第72条により
解除された場合には県が、第51条3項
(1)号の金員の10％に相当する金員を
賠償ないし補償として相手方に支払う
ものとし、解除時における本件施設等
の設計中ないし建設中の出来高から
控除ないし付加して精算処理するもの
とし、第73条により解除された場合に
は、補償内容は県と事業者との間の
協議によって定め、第74条により解除
された場合、建設中の建物その他残
存物に価値があればその価値相当分
を県が事業者に補償として支払うこと
により処理する。

第７３条
第５項

　本契約が第31条による本件施設およ
び本件設備等の県への引渡前に全部
解除された場合は、その解除の原因
に応じて以下のとおりとする。

条文追加 － －
第７３条
第５項
（１）

　第69条の規定により解除された場合
には、事業者は、県に対し、本件施設
等の対価に相当する金額の10％に相
当する金員を賠償として支払うものと
し、解除時における本件施設等の設計
中ないし建設中の出来高から控除して
精算処理するものとする。

条文追加 － －
第７３条
第５項
（２）

　第70条により解除された場合には、
県が、事業者に対し、本件施設等の対
価に相当する金額の10％に相当する
金員を賠償ないし補償として支払うも
のとし、解除時における本件施設等の
設計中ないし建設中の出来高に付加
して支払うものとする。
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

条文追加 － －
第７３条
第５項
（３）

　第71条により解除された場合には、
補償内容は県と事業者との間の協議
によって定めるものとする。

条文追加 － －
第７３条
第５項
（４）

　第72条により解除された場合には、
県は、事業者に対し、下記①および②
の合計額に相当する金員を補償として
支払うものとする。
　　①県において建設中の建物その他
残存物に対して認められる価値相当
額。
　　②解除時における本件施設等の設
計中ないし建設中の出来高から①の
金額を控除した額の2分の1に相当す
る金額（ただし、事業者が第86条第2項
により損害保険会社との間で履行保
証保険契約を締結している場合には、
出来高から①の金額および同保険契
約に基づき事業者が受領することにな
る保険金に相当する額を控除した額
の2分の1に相当する金額。）ただし、
事業者の負担は本件施設等の対価の
0.5％を限度とし、限度を越えた部分に
ついては県の負担とし、事業者に支払
う補償金額を調整する。

条文追加 － －
第７３条
第６項

　本契約が第69条または第70条により
解除された場合において、解除により
損害を被る当事者に対する補償等は
前5項により実施されるが、補償金に
よる精算だけでは賄い切れない損害
が生じた場合には、補償金の授受に
よって処理し切れない部分について相
手方に対して賠償請求することができ
る。

番号変更
および
内容変更

第７６条
第１項

　事業者は、本契約が理由の如何を
問わず終了した場合には、速やかに
第63条第3項の所有権移転登記請求
権保全の仮登記に基づく本登記手続
を行う。ただし、第70条、第71条、また
は第72条の規定に基づき本契約が終
了した場合には、事業者は、県から補
償金の支払を受けるのと引き換えに、
同本登記手続を行うものとする。

第７４条
第１項

　事業者は、本契約が理由の如何を
問わず終了した場合には、速やかに
第63条第3項の所有権移転登記請求
権保全の仮登記に基づく本登記手続
を行う。ただし、第70条の規定に基づ
き本契約が終了した場合には、事業者
は、県から補償金の支払を受けるのと
引き換えに、同本登記手続を行うもの
とする。

番号変更 第７７条
（条文の変更なし）

第７５条
（条文の変更なし）
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

番号変更
および
内容変更

第７８条

　前条第２項の変更に伴って生じる合
理的な追加費用の、県および事業者
の負担については、法令変更の場合
は県の負担とし、不可抗力の場合は
県と事業者が、各２分の１ずつ負担す
るものとする。

第７６条

　前条第２項の変更に伴って生じる合
理的な追加費用の、県および事業者
の負担については、法令変更の場合
は県の負担とし、不可抗力の場合は
県と事業者が、各２分の１ずつ負担す
るものとする。ただし、事業者の負担
は本件施設等の対価の0.5％を限度と
し、限度を越えた部分については県の
負担とし、事業者に支払う補償金額を
調整する。

番号変更
および
内容変更

第７９条
第１項

　県および事業者は、必要と認める場
合は適宜、本契約に基づく一切の業務
に関連する事項につき、相手方に対し
協議を求めることができる。 第７７条

第１項

　県および事業者は、必要と認める場
合は適宜、本契約に基づく一切の業務
に関連する事項につき、相手方に対し
協議を求めることができ、この場合相
手方は協議に応じなければならない。

番号変更
第８０条
↓
第８５条

（条文の変更なし） 第７８条
↓
第８３条

（条文の変更なし）

条文削除
第８６条
第１項

　事業者は、出資者全員による別紙19
の１に記載する内容の保証書を取得
し、その原本を本契約締結時までに県
に対して提出しなければならない。

－ （条文の削除）

番号変更
および
内容変更

第８６条
第２項

　事業者が、事業者の費用負担のもと
に、損害保険会社との間で、県の承諾
する、県と事業者を被保険者とする第
51条第3項(1)号の金員の10％以上に
相当する額の保険金の支払を受ける
ことができる別紙19の２記載の内容の
履行保証保険契約を締結する場合に
は、○○株式会社以外の出資者は別
紙19の３に記載する内容の確約書の
提出をもって、別紙19の1に記載する
保証書の提出に代えることができる。
この場合、事業者は、本件建物の完成
までに上記内容の損害保険契約を締
結し、県に対し当該保険証券を呈示し
たうえ、真正証明文言を付した当該保
険証券の写しを交付するものとする。

第８４条
第１項

　事業者は、本件建物の完成までに、
事業者の費用負担のもとに、損害保
険会社との間で、県の承諾する、県と
事業者を被保険者とする本件施設等
の対価に相当する金額の10％以上に
相当する額の保険金の支払を受ける
ことができる別紙19の１記載の内容の
履行保証保険契約を締結し、県に対し
当該保険証券を呈示したうえ、真正証
明文言を付した当該保険証券の写し
を交付するものとする。

番号変更
第８６条
第３項

（条文の変更なし） 第８４条
第２項

（条文の変更なし）

番号変更
第８６条
第４項

（条文の変更なし） 第８４条
第３項

（条文の変更なし）

条文追加 － －
第８４条
第４項

　事業者は、その出資者全員から別紙
19の２に記載する内容の確約書を徴
取し、これを県に提出しなければなら
ない。
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

条文削除
第８６条
第５項

　県は、その選択に従って、履行保証
保険の保険金請求と○○株式会社に
対する履行保証請求の一方または両
方を行うことができる。ただし、○○株
式会社が履行保証請求に応じて履行
を完了した場合において、県が既に受
領した保険金がある場合には、県はこ
れを○○株式会社に対し支払うものと
する。

－ （条文の削除）

番号変更
第８７条
↓
第９４条

（条文の変更なし） 第８５条
↓
第９２条

（条文の変更なし）

番号変更
および
内容変更

第９５条

　本契約につき議会の議決を受ける前
段階において、第69条（県による契約
解除）、第81条（契約上の地位の譲
渡）、第84条（秘密保持）、第85条（著
作権等）、第92条（準拠法）、第93条
（管轄裁判所）、および第94条（定めの
ない事項）の各規定を準用する。

第９３条

　本契約につき議会の議決を受ける前
段階において、第69条（県による契約
解除）、第79条（契約上の地位の譲
渡）、第82条（秘密保持）、第83条（著
作権等）、第90条（準拠法）、第91条
（管轄裁判所）、および第92条（定めの
ない事項）の各規定を準用する。

内容変更
別紙７
第８条

　乙は、本契約の期間中、本件土地の
一部が毀損し、またはそのおそれがあ
る場合は、直ちに甲、乙および丙に対
してその状況を通知しなければならな
い。

別紙７
第８条

　乙は、本契約の期間中、本件土地の
一部が毀損し、またはそのおそれがあ
る場合は、直ちに甲、滋賀県信用保証
協会および大津商工会議所に対して
その状況を通知しなければならない。

内容変更
別紙７
第１１条

　本契約に定めのない事項について
は、本件事業契約の定めに従う。

別紙７
第１１条

　本契約に定めのない事項について
は、本件事業契約の定めに従うものと
し、本件事業契約にも定めのない事項
について定める必要が生じた場合、ま
たは本契約の解釈に関して疑義が生
じた場合は、その都度、甲乙誠実に協
議の上、定めるものとする。

内容変更 別紙１１

　毎月の業務報告書の様式（38条3
項、39条、44条3項、45条1項、53条、
55条、69条2項4号、83条2項関係） 別紙１１

　毎月の業務報告書の様式（38条3
項、39条、44条3項、45条1項、53条、
55条、69条2項4号、81条2項関係）

内容変更 別紙１２

　半期業務報告書の様式（38条3項、
39条、44条3項、45条2項、53条、55
条、69条2項4号、83条2項関係） 別紙１２

　半期業務報告書の様式（38条3項、
39条、44条3項、45条2項、53条、55
条、69条2項4号、81条2項関係）

内容変更
別紙１４
４ （１） ②

（PFI事業契約書にてご確認下さい）
別紙１４
４ （１） ②

（PFI事業契約書にてご確認下さい）
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条項番号 条　文 条項番号 条　文
（旧） （新）

変更内容

内容変更
別紙１５
第１条

　賃貸人と賃借人間の本件賃貸物件
に関する契約（以下「本件賃貸借契
約」といいます。）は、本誓約書とともに
提出する契約書写しのとおり、平成46
年3月31日までに終了する借地借家法
（平成3年法律第90号）第38条に定め
る定期借家契約であり、賃借人は本件
賃貸借契約が終了した場合には、県
および賃貸人に対し、本件賃貸物件を
賃借時における現状に復して明渡すも
のとする。

別紙７
第１１条

　賃貸人と賃借人間の本件賃貸物件
に関する契約（以下「本件賃貸借契
約」といいます。）は、本誓約書とともに
提出する賃貸借契約公正証書写しの
とおり、平成46年3月31日までに終了
する借地借家法（平成3年法律第90
号）第38条に定める定期借家契約であ
り、賃借人は本件賃貸借契約が終了
した場合には、県および賃貸人に対
し、本件賃貸物件を賃借時における現
状に復して明渡すものとする。

内容変更 別紙１６ （PFI事業契約書にてご確認下さい） 別紙１６ （PFI事業契約書にてご確認下さい）

別紙削除 別紙１９の１ （PFI事業契約書にてご確認下さい） － （条文の削除）

番号変更 別紙１９の２ （PFI事業契約書にてご確認下さい） 別紙１９の１ （PFI事業契約書にてご確認下さい）

番号変更 別紙１９の３ （PFI事業契約書にてご確認下さい） 別紙１９の２ （PFI事業契約書にてご確認下さい）
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